
新潟市障がい福祉サービス等情報公表計画

１ 目的

  この計画は，新潟市障がい福祉サービス等情報公表実施要綱（令和２年４月１日制

定。以下「実施要綱」という。）を効率的かつ円滑に実施するため，報告に関する計

画及び公表に関する計画を一体のものとして定めるものである。

２ 計画の概要

 （１）計画の基準日

毎年４月１日とする。 

 （２）計画の実施期間 

毎年４月１日から翌年３月３１日とする。 

 （３）対象となる障がい福祉サービス等 

    公表の対象となる障がい福祉サービス等は，実施要綱第２条に規定されるサー 

ビスとする。 

 （４）対象となる障がい福祉サービス事業者等 

   ア 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年 

法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第７６条の３第１項及 

び障害者総合支援法律施行規則（平成１８年厚生労働令第１９号。）第６５条 

の９の６並びに児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。）第３３条１８第１ 

項及び児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生労働省令第１１号。）３６条の３ 

０の２の規定により，基準日より前において指定障がい福祉サービス等を提供 

している事業者。 

イ 障害者総合支援法第７６条の３第１項及び児童福祉法第３３条の１８第１項 

の規定により，新たに指定障がい福祉サービス等の提供を開始しようとする事 

業者については，指定障がい福祉サービス等の提供を開始しようとする事業者。 

３ 報告に関する計画

（１） 報告の方法

事業者は，独立行政法人福祉医療機構が運営する障害福祉サービス等情報公表 

システム(以下「公表システム」という。)を通じて，市長に報告することとする。

（２） 報告の開始 

報告の開始日は，以下のとおりとする。 

  ア 基準日より前に指定障がい福祉サービス等の提供を開始した事業所

     毎年５月１日 

   イ 基準日以降に指定障がい福祉サービス等の提供を開始した事業所

     市長が別途指定する日 

（３） 報告の期限 

報告の期限は以下のとおりとする。 



  ア 基準日より前に指定障がい福祉サービス等の提供を開始した事業所

     毎年７月３１日

   イ 基準日以降に指定障がい福祉サービス等の提供を開始した事業所

         市長が別途指定する日

（４） 報告の内容

事業者は，障害者総合支援法施行規則第６５条の９の８及び児童福祉法施行規 

則第３６条の３０の４の規定に基づき，別添１に掲げる「基本情報」及び別添２ 

に掲げる「運営情報」を報告する。 

４ 公表に関する計画

（１） 公表の方法

市長は，事業者が提供する指定障がい福祉サービス等の種類・事業所ごとの基 

本情報及び運営情報を公表する。市長が行う情報の公表方法は，以下のとおりと 

する。 

   ア インターネットによる公表 

  市長は管轄の事業者の障がい福祉サービス等情報を公平に公表するととも 

に，極めて多くの事業者の情報の中から，利用者が必要な情報を抽出し，適切 

に比較検討することを支援するため，公表システムにより，公表を行うものと 

する。 

  イ その他の公表方法 

市長は，利用者等からの要請に応じて，紙媒体による情報提供，閲覧等につ 

いても行うものとする。 

（２） 公表の時期 

公表の時期は，以下のとおりとする。 

 ア 基準日より前に指定障がい福祉サービス等の提供を開始した事業所

報告後２か月以内 

  イ 基準日以降に指定障がい福祉サービス等の提供を開始した事業所

報告後１か月以内 

５ 障がい福祉サービス等情報の更新の取扱い 

（１） 事業者は，法人及び事業所等の名称，所在地，電話番号，ＦＡＸ番号，ホー

ムページ及びメールアドレスについて修正又は変更があった場合には，速やか

に公表システムを通じて市長に報告するものとする。

（２） 事業者は，前項に掲げる情報以外の情報について修正又は変更があった場合

には，修正又は変更があった日の属する年度の翌年度に公表システムを通じて

市長に報告するものとする。
















